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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 3,321 △8.4 637 △12.1 649 △6.0 385 △7.0
20年3月期第1四半期 3,625 7.8 725 1.0 690 △2.7 414 △3.0

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 28.95 ―
20年3月期第1四半期 31.13 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 12,975 7,459 57.5 560.13
20年3月期 13,086 7,336 56.1 550.81

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  7,459百万円 20年3月期  7,336百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― 20.00 20.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ― ― 22.00 22.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 7,200 5.5 1,600 10.5 1,600 14.1 1,000 19.9 75.07
通期 14,500 5.0 3,200 15.6 3,200 19.6 2,000 37.4 150.14

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、２ページ 定性的情報・財務諸表等 ４．その他をご覧下さい  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、２ページ 定性的情報・財務諸表等 ４．その他をご覧下さい  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変
化により、予想数値と異なる可能性があります。なお、上記予想に関する事項は、２ページ 定性的情報・財務諸表等 ３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧下さ
い。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  14,000,000株 20年3月期  14,000,000株
② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  681,612株 20年3月期  680,461株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  13,319,251株 20年3月期第1四半期  13,322,548株



定性的情報・財務諸表等 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、原油や鉄鋼をはじめとする原材料価格の高騰が続き、さらに

サブプライムローン問題に端を発した世界的金融不安、為替問題も収束をみせず、景気の減速感が強まりました。

 当社グループ関連の業界におきましても、鋼材など材料価格の高騰に伴うコストアップなどの問題をかかえる一

方、半導体製造装置関連市場はマイナス傾向が続き、大変激しい環境下で推移しました。 

 このような経済状況のなかで当社グループは、ムダ削減に取り組み、生産性の向上や新製品、カスタム品の開発

を進めてまいりました。販売面においては、油空圧機器や建設機械などの業界向けの受注は比較的堅調に推移しま

したが、半導体・液晶製造設備関連等の市場につきましては、前年を下回る結果となりました。 

 この結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高が33億21百万円（前年同期比8.4％減）となり、利益に

つきましても原材料価格高騰の影響を受け、営業利益は６億37百万円（前年同期比12.1％減）、経常利益は６億49

百万円（前年同期比6.0％減）、当期純利益は３億85百万円（前年同期比7.0％減）となりました。 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

(1）資産、負債及び純資産の状況 

  当第１四半期末の総資産は129億75百万円となり、前年同期末に比べ44百万円増加しました。これは主として営

業収益による現金預金の増加、有形固定資産の増加によるものであります。負債は社債の償還、退職給付引当金の

支払等により前年同期末に比べ10億96百万円減少し55億15百万円となりました。純資産は利益の計上と配当金の支

払との差額等により、前年同期末に比べ11億41百万円増加し74億59百万円となり、自己資本比率は57.5％となりま

した。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローで24百万円のマ

イナス、投資活動によるキャッシュ・フローで１億円のマイナス、財務活動によるキャッシュ・フローで３億21百

万円のマイナスとなりました。この結果、現金及び現金同等物は前連結会計年度末より４億33百万円減少しまし

た。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期における営業活動の結果の純減少資金は24百万円でありました。この減少の主な要因は、税金等調

整前第１四半期純利益が６億48百万円でありましたが、売上債権の増加による２億72百万円減少、未払金の減少に

よる１億10百万円減少、法人税等の支払額による４億18百万円減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期における投資活動の結果の純減少資金は１億円でありました。この減少の主な要因は、有形固定資

産の取得による支出99百万円、無形固定資産の取得による支出５百万円、保険積立金の解約による収入９百万円で

あります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期における財務活動の結果の純減少資金は３億21百万円でありました。この減少の主な要因は、社債

の償還及び長期借入金の返済による支出１億53百万円、配当金の支払による支出１億71百万円であります。 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

 当第１四半期連結業績成績は当初の計画を下回っておりますが、産業機械分野は堅調に推移しており、第２四半期

以降において、油空圧関連市場で売上の伸びが期待できます。また、生産性の向上にも注力してまいる所存です。従

いまして、平成21年３月期の連結業績予想につきましては、第２四半期以降の経済動向等先行き不確定な要因もあり

ますが、現在のところ平成20年５月８日に公表いたしました業績予想を変更しておりません。 

４．その他 

(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 

(2)簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

1.たな卸資産の評価方法 

 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 



2.固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によ

っております。 

(3)四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①「四半期財務諸表に関する会計基準」等の適用 

 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表

規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

②重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

たな卸資産 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、移動平均法による原価法によっておりましたが、当

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）

が適用されたことに伴い、移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）により算定しています。なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与え

る影響はありません。 



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,128 4,562

受取手形及び売掛金 3,058 2,785

商品 107 105

製品 294 303

半製品 176 180

原材料 702 683

仕掛品 429 404

貯蔵品 96 91

繰延税金資産 181 137

その他 117 120

貸倒引当金 △7 △7

流動資産合計 9,285 9,367

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,120 1,140

機械装置及び運搬具（純額） 946 928

土地 508 506

建設仮勘定 60 61

その他（純額） 50 51

有形固定資産合計     2,686     2,689

無形固定資産 94 91

投資その他の資産   

投資有価証券 81 71

長期貸付金 1 2

生命保険積立金 15 21

繰延税金資産 712 745

その他 100 98

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 909 938

固定資産合計 3,690 3,719

資産合計 12,975 13,086



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 625 556

1年内償還予定の社債 1,050 1,050

短期借入金 38 35

未払金 350 404

未払法人税等 284 430

賞与引当金 57 －

役員賞与引当金 10 －

その他 107 61

流動負債合計 2,524 2,537

固定負債   

社債 925 1,075

長期借入金 102 105

退職給付引当金 1,707 1,759

役員退職慰労引当金 138 158

その他 117 114

固定負債合計 2,991 3,212

負債合計 5,515 5,749

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,564 1,564

資本剰余金 618 618

利益剰余金 6,099 5,980

自己株式 △834 △833

株主資本合計 7,447 7,329

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 12 7

為替換算調整勘定 △0 △0

評価・換算差額等合計 12 7

純資産合計 7,459 7,336

負債純資産合計 12,975 13,086



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 3,321

売上原価 2,205

売上総利益 1,116

販売費及び一般管理費     478

営業利益 637

営業外収益  

受取利息及び配当金 0

為替差益 13

仕入割引 2

業務受託料 6

その他 4

営業外収益合計 28

営業外費用  

支払利息 7

売上債権売却損 4

売上割引 3

その他 1

営業外費用合計 16

経常利益 649

特別損失  

固定資産処分損 0

特別損失合計 0

税金等調整前四半期純利益 648

法人税、住民税及び事業税 277

法人税等調整額 △14

法人税等合計 262

四半期純利益 385



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 648

減価償却費 86

退職給付引当金の増減額（△は減少） △51

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △19

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 10

賞与引当金の増減額（△は減少） 57

受取利息及び受取配当金 △0

支払利息 7

為替差損益（△は益） △12

売上債権の増減額（△は増加） △272

たな卸資産の増減額（△は増加） △37

仕入債務の増減額（△は減少） 69

未払金の増減額（△は減少） △110

その他 27

小計 400

利息及び配当金の受取額 0

利息の支払額 △7

法人税等の支払額 △418

営業活動によるキャッシュ・フロー △24

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △99

無形固定資産の取得による支出 △5

投資有価証券の取得による支出 △1

保険積立金の積立による支出 △0

保険積立金の解約による収入 9

その他 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー △100

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 3

長期借入金の返済による支出 △3

社債の償還による支出 △150

自己株式の取得による支出 △0

配当金の支払額 △171

財務活動によるキャッシュ・フロー △321

現金及び現金同等物に係る換算差額 12

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △433

現金及び現金同等物の期首残高 4,562

現金及び現金同等物の四半期末残高     4,128



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表

規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

（４）継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

（５）セグメント情報 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

 当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

 当社及び連結子会社の事業は、配管用資材（継手・バルブ）の製造・販売並びにこれらの付随業務の単一事

業であり、開示対象となるセグメントがないため、事業の種類別セグメント情報の記載は省略しております。

ｂ．所在地別セグメント情報 

 当第１四半期累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

ｃ．海外売上高 

 当第１四半期累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。 



「参考資料」 

前四半期に係る財務諸表等 

（要約）四半期連結損益計算書 

  （単位：百万円）

科目 

前年同四半期 
（平成20年３月期 

第１四半期） 

金額 

Ⅰ 売上高 3,625 

Ⅱ 売上原価 2,387 

売上総利益 1,238 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 512 

営業利益 725 

Ⅳ 営業外収益 16 

１．受取利息及び配当金 0 

２．為替差益 0 

３．仕入割引 6 

４．業務受託収益 4 

５．持分法による投資利益 － 

６．その他 4 

Ⅴ 営業外費用 51 

１．支払利息 6 

２．売上債権売却損 7 

３．社債発行費 17 

４．支払手数料 － 

５．売上割引 10 

６．持分法による投資損失 1 

７．その他 6 

経常利益 690 

Ⅵ 特別利益 － 

１．貸倒引当金戻入益 － 

２．その他 － 

Ⅶ 特別損失 － 

１．固定資産処分損 － 

税金等調整前四半期
（当期）純利益 

690 

法人税、住民税及び事
業税 

374 

法人税等調整額 △99 

少数株主利益 0 

四半期（当期）純利益 414 
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